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１．開 会 

 

２．構成員のご紹介 

 

３．議 事 

 議事１（採決） 

  ・ 会則の変更（本会設置・構成員の追加）について 

 議事２（報告） 

  ・ キャッシュレス納付推進協議会における活動報告（令和６年５月～令和８年４月） 

 議事３（意見交換） 

  ・ 各構成員における今後取り組むべき事項等について 
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１．はじめに

 国税当局では、納税者の利便性向上と現金管理等に伴う社会全体のコスト縮減のため、令和８
年度までにキャッシュレス納付割合５４％を目指して、キャッシュレス納付の利用拡大に取り
組んでいます。

 地方税当局においても、個人を取り巻くＩＣＴ環境の変化等に対応するため、キャッシュレス
納付手段の多様化や普及拡大を図るなど、各種施策に取り組んでいます。

 現在、国税や地方税の納付は、金融機関や税務署、市町村等での窓口納付が大半を占めていま
すが、キャッシュレス納付の更なる推進のためには、納税者にキャッシュレス納付のメリット
やその利用方法を知っていただくとともに、金融機関や税務署、市町村等が相互理解を深め、
キャッシュレス納付の推進活動をより活性化させる必要があります。

 より多くの納税者がキャッシュレス納付の恩恵を享受し、誰一人取り残されることのないデジ
タル社会を実現できるよう、また、事業者の業務のデジタル化など社会全体のデジタル化が実
店できるように、関係機関が協力して取り組んでいくことが重要です。

 このため、キャッシュレス納付の課題や事業者のニーズの把握、取組方法の協議、利用勧奨
ツールや利用勧奨方法の見直しなど、各種施策の企画・立案を目的として、関係機関により
「キャッシュレス納付推進協議会」を発足させ、協議を進めています。
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１ 設置目的

 キャッシュレス納付の推進に向けた課題や施策については、これまでも国、地方自治体、
金融機関等で協議・検討を行ってきたが、キャッシュレス納付の更なる推進のため、これ
まで以上に各団体が連携・協調を図っていくことが重要。

 協議会は、国、地方自治団体、金融機関等が連携して組織横断的な取組を進めるべく、
キャッシュレス納付に関する課題や事業者ニーズを把握・共有し、対応方法を多角的かつ
中長期的な視点で協議するとともに、具体的な施策の企画立案を行うことを目的として設
置。

２ 活動目的

 協議会は、上記目的を達成するため、主に次に掲げる内容を協議。

① キャッシュレス納付推進のための施策及び効果的な周知・広報に関する企画・立案

② キャッシュレス納付を推進するに当たり解決すべき課題・問題点の共有

③ 課題・問題に関する具体的な対応策及びその実施方法の検討

④ その他、キャッシュレス納付に関して意見交換すべき事項

３ 構成員

 協議会の構成員は以下のとおり。

• 国税庁（管理運営課）、総務省（電子化推進室）、地方税共同機構（経営企画部）、金
融庁（監督局総務課）、日本銀行（業務局総務課）、全国銀行協会（事務・決済システ
ム部）、全国地方銀行協会（業務部）、第二地方銀行協会（業務部）、日本マルチペイ
メントネットワーク推進協議会

(注) 構成員以外の官公庁・団体であっても、協議会の承認を得てオブザーバーとして参加することが可能

 なお、事務局は国税庁（管理運営課）が担う。

２．キャッシュレス納付推進協議会の設置目的等
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ダイレクト納付

インターネットバン
キング等による納税

振替納税

クレジットカード納付

スマホアプリ納付

e-Taxを利用して、事前に届出をした預
貯金口座から、口座引落しにより納付
する方法

○ 金融機関や税務署へ行かず、非対面で自宅やオフィス等から納付できる（コンタクトレス）

○ 納付書を使用せず、非書面で領収証書の管理が不要となる（ペーパーレス）

○ 現金を使用せず、非現金で納付できる（キャッシュレス）

定 義

納 付 手 段
概 要 個人の方 法人の方

インターネットバンキング口座やATMか
ら納付する方法

事前に届出をした預貯金口座から、国
税庁が指定する振替日に自動で口座引
落しにより納付する方法

専用サイト「国税クレジットカードお
支払サイト」を経由し、クレジット
カードを使用して納付する方法

e-Taxを利用して、「国税スマートフォン
決済専用サイト」を経由し、「○○Pay」と
いったスマホ決済アプリを使用して納付
する方法

１

２

３

４

５

３．キャッシュレス納付の現状 ～ キャッシュレス納付とは
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年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
令和７年度
（目標値）

令和８年度
（目標値）

窓口納付割合 ６４．１％ ６１．０％ ５４，７％ ー ー

キャッシュレス納付割合 ３５．９％ ３９．０％ ４５．３％ ５０％ ５４％

内 源泉所得税 １７．６％ ２１．３％ ２７．０％ ３１％ ３６％

金融機関窓口
２,３８０万件（４７.９％）

キャッシュレス納付
２,２５５万件（４５.３％）

コンビニ納付
２５５万件（５.１％）

税務署窓口
８３万件（１.７％）

窓口納付

法人

71.0%

個人

29.0%
源泉所得税

51.8%消費税

20.3%

申告所得税

14.3%

法人税

9.7%

その他

3.9%

納付件数（令和６年度） ○ 納付件数４，９７３万件のうち、 ２，７１８ 万件（５４．７％）は窓口納付。

○ 金融機関窓口はもとより、窓口納付をどのようにキャッシュレス納付へ移行していくかが課題

税 目 別 割 合人 格 別 割 合

○ 窓口納付では、法人による納付が約７割
（７１．０％）。

○ 法人にどのようにキャッシュレス納付を利用
してもらうかが課題

○ 現状、窓口納付では、源泉所得税に係る納付が
約５割（５１．８％）。

○ 源泉所得税を納付する際に、どのようにキャッ
シュレス納付を利用してもらうかが課題

キャッシュレス納付割合の推移

３．キャッシュレス納付の現状 ～ 国税の現状と課題
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(注)１ 都道府県別のキャッシュレス納付割合は、国税庁で把握する件数 
(他省庁等の取扱件数を除く)を基に算出

２ 括弧内は令和６年度のキャッシュレス納付割合からの上昇ポイント

都道府県 割 合 都道府県 割 合

北 海 道 30.7% (+4.0%) 滋 賀 県 41.6% (+3.6%)

青 森 県 31.2% (+3.0%) 京 都 府 38.9% (+3.6%)

岩 手 県 32.0% (+2.5%) 大 阪 府 42.2% (+5.0%)

宮 城 県 33.7% (+3.0%) 兵 庫 県 38.5% (+3.4%)

秋 田 県 31.5% (+3.1%) 奈 良 県 36.6% (+2.8%)

山 形 県 36.7% (+2.0%) 和 歌 山 県 34.8% (+2.3%)

福 島 県 32.2% (+2.0%) 鳥 取 県 41.2% (+2.7%)

茨 城 県 40.3% (+1.5%) 島 根 県 43.2% (+1.5%)

栃 木 県 38.3% (+2.6%) 岡 山 県 35.2% (+2.3%)

群 馬 県 40.9% (+1.5%) 広 島 県 36.3% (+1.9%)

埼 玉 県 42.3% (+2.7%) 山 口 県 37.3% (+2.0%)

新 潟 県 38.1% (+3.9%) 徳 島 県 34.0% (+1.6%)

長 野 県 39.4% (+2.9%) 香 川 県 32.6% (+1.3%)

千 葉 県 38.1% (+2.6%) 愛 媛 県 33.6% (+1.3%)

東 京 都 50.6% (+4.9%) 高 知 県 32.2% (+1.6%)

神 奈 川 県 43.6% (+3.5%) 福 岡 県 37.3% (+3.3%)

山 梨 県 38.3% (+2.5%) 佐 賀 県 37.4% (+2.5%)

富 山 県 41.0% (+3.1%) 長 崎 県 33.3% (+1.5%)

石 川 県 48.1% (+3.4%) 熊 本 県 34.1% (+3.1%)

福 井 県 46.7% (+5.8%) 大 分 県 30.4% (+2.5%)

岐 阜 県 35.3% (+1.8%) 宮 崎 県 31.8% (+2.9%)

静 岡 県 36.5% (+2.0%) 鹿 児 島 県 35.5% (+2.7%)

愛 知 県 38.2% (+2.5%) 沖 縄 県 34.0% (+1.9%)

三 重 県 34.6% (+1.7%) 総 計 40.6% (+3.4%)

３．キャッシュレス納付の現状 ～ 国税の都道府県別キャッシュレス納付割合（令和７年度速報値）
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３．キャッシュレス納付の現状 ～ 地方税の納付に係るeLTAXの利用件数の推移（税目別）
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0.29 兆円
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4.48 兆円
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R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

固定資産税・都市計画税
自動車税種別割
軽自動車税種別割
個人住民税（普通徴収）
国民健康保険税
その他
個人住民税（特別徴収）
法人二税

1億1,284万件

41万件

761万件
323万件

1,215万件

8,193万件

━━ 納付額

eL-QR
対応税目

9,684万件

○ 地方税統一QRコード（eL-QR）導入により、固定資産税、都市計画税、自動車税種別割、軽自
動車税種別割等の対応が可能になり、令和５年度から利用件数、納付額ともに大幅に増加

○ さらに令和７年度は、利用件数が1億1,284万件、納付額が19.10兆円となった

• 令和元年10月から、「地方税共通納税システム」（対象税目は法人二税、個人住民税（特別徴収）、事業所税）が稼働
• 令和３年10月から、個人住民税の利子割、配当割、株式等譲渡所得割（金融三割）に対応
• 令和５年１月から、自動車税種別割・環境性能割（OSS）、軽自動車税環境性能割（OSS）に対応
• 令和５年４月から、eL-QR導入により、固定資産税・都市計画税、自動車税種別割、軽自動車税種別割に対応
（これら四税目以外にも、確定税額の格納が可能である税目はeL-QRでの納付に対応）

• 令和５年10月から、地方たばこ税、ゴルフ場利用税、入湯税・宿泊税に対応
• 令和６年10月から、軽油引取税に対応



３．キャッシュレス納付の現状 ～ 地方税における納付手段の内訳（未定稿）
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注１ 納付件数は、総務省「地方税の収納・徴収対策等に係る調査」及び地方税共同機構「特定徴収金取扱件数」により集計。

注２ 納付件数に地方消費税、鉱区税、鉱産税等は含まれていない

注３ 賦課税目の件数は、個人住民税（特別徴収）以外の賦課税目の件数

注４  賦課税目で窓口納付されている1.12億件には、eL-QRは印字されているもののeLTAX処理されない納付（ゆうちょ銀行のカク公納付書（ゆうちょ銀行と

地方団体の間で直接処理）、今後eL-QR対応予定の金融機関であるJF系統金融機関等での納付）を含む

注５  「インターネットバンキング等」0.50億件には、金融機関が提供するインターネットバンキング等のサービス（多くの金融機関において、「地方税納入
サービス」の名称で提供されているサー ビス）による納付件数0.33億件を含む。同納付件数は、総務省「個人住民税（特別徴収）における「地方税納
入サービス」等の利用件数に係る調査(令和7年10月) 」より

口座振替
1.29

インターネット
バンキング等

0.50

窓口 1.67

コンビニ
1.25

＜主な地方税の納付の内訳のイメージ（令和6年度）＞

賦課税目1.12
個人住民税
（特別徴収）

0.44

申告税目
 0.11

○ 地方税の納付手段は、従来より、金融機関等の窓口収納の他、口座振替、コンビニ納付が活用
されている。また、電子納付についても、クレジットカード、スマートフォン決済アプリ、eLTAXダ
イレクト納付等ができるよう、整備されている。

○ 令和５年４月から地方税統一QRコード（eL-QR）の導入により、従来の金融機関等の窓口によ
る収納においても、eL-QRによる事務処理ができるようになり、事務が簡素化・効率化している。

クレカ・スマホ決済アプリ
0.27

（うちeLTAX：0.21）

eLTAXダイレクト納付
0.16

eL-QR利用
0.52

うちeLTAX：0.08

約４割がキャッシュレス納付（下図の太枠部分）
（単位：億件）

※ はeLTAXにより処理される範囲：0.97



３．キャッシュレス納付の現状 ～ 主な地方税におけるキャッシュレス納付比率（令和6年度・税目別）
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0.8%

43.7%

20.5%

5.5%

0.4%

5.1%

6.1%

8.4%

13.2%

7.8%

12.9%

1.1%

13.6%

0.4%

0.3%

2.4%

7.3%

2.3%

9.9%

1.1%

45.7%

23.0%

31.6%

31.6%

31.4%

29.2%

44.9%

76.8%

0.2%

25.6%

29.9%

37.2%

39.7%

44.8%

27.4%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人住民税

（特別徴収）

固定資産税

個人事業税

個人住民税

（普通徴収）

自動車税

（種別割）

軽自動車税

（種別割）

不動産取得税

法人住民税

法人事業税

口座振替 クレカ・スマホ決済アプリ eLTAXダイレクト納付 インターネットバンキング等 窓口 コンビニ

※ R6納付件数は、総務省「地方税の収納・徴収対策等に係る調査」及び地方税共同機構「特定徴収金取扱件数」により集計。
※ 個人住民税（特別徴収）は、金融機関が提供するインターネットバンキング等のサービス（いわゆる地方税納入サービス）による納付（35.0％）を含む。同納付件数は、

総務省「個人住民税（特別徴収）における「地方税納入サービス」等の利用件数に係る調査(令和7年10月) 」より

【ｷｬｯｼｭﾚｽ
納付比率】

【53.7％】

【51.4％】

【38.5％】

【31.2％】

【29.0％】

【26.0％】

【27.7％】

【22.4％】

（参考）
R6納付件数

○ 口座振替が活用しやすい税目（固定資産税等）はキャッシュレス納付比率が高く、法人住民税・法人事業税は低位

9,487万件

1億8,422万件

227万件

6,118万件

4,447万件

4,223万件

171万件

1,153万件

25.0%

2.2%

38.9% （うち地方税納入サービス 35.0%）

11.1%

14.4% 5.1%

16.8%

0.1%
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開催 開催日 議題 説明者 区分

第１回 令和６年９月12日
キャッシュレス納付推進協議会について 国税庁 説明

ダイレクト納付利便性向上策について 国税庁 説明・意見交換

第２回 令和７年１月28日

キャッシュレス推進デーについて 国税庁 説明

源泉所得税のキャッシュレス納付体験コーナー 国税庁 説明

広報誌の紹介について 日本銀行 説明

e-Tax、eLTAXに関する顧客からの声・要望の紹介について 全国銀行協会 説明

地方銀行におけるキャッシュレス納付推進の取組について 全国地方銀行協会 説明

口座振替について 総務省 説明・意見交換

第３回 令和７年５月30日

2024年度・国庫金のキャッシュレス納付推進に関するアンケート結果について 日本銀行 説明

源泉所得税のキャッシュレス納付体験コーナーに関する意見等について 国税庁 説明

都道府県別キャッシュレス納付割合の状況に関する要因等について 国税庁 説明・意見交換

本協議会構成員のＳＮＳアカウント等を用いて同時期に電子納税をＰＲする施策につ
いて

全国地方銀行協会 説明・意見交換

第４回 令和７年９月30日

源泉所得税のキャッシュレス納付割合の設定・公表について 国税庁 説明

関係団体等と連携・協調した取組について 国税庁 説明

ＳＮＳを活用したキャッシュレス納付の推進ＰＲ施策 全国地方銀行協会 説明・意見交換

手続手順の見直しによる業務の効率化 国税庁 説明・意見交換

第５回 令和８年１月20日

ＳＮＳを活用したキャッシュレス納付の推進ＰＲ施策の実施内容 国税庁 説明・意見交換

キャッシュレス納付推進協議会における本会の設置 国税庁 説明・意見交換

国税庁ホームページにおけるキャッシュレス納付関係ページの見直し 国税庁 説明・意見交換

関係団体等との連携強化 国税庁 説明

手続手順の見直しによる業務の効率化 国税庁 説明

(注) 太文字・下線のある議題は構成員の傘下まで周知した施策等

４．活動報告 ～ 推進協議会の活動内容
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○ 令和７年４月以降、一部の税務署において、窓口の現金領収事務を減らす取組を試行的に実
施しており、その日を「キャッシュレス推進デー」と定めています。

○ 納税者をキャッシュレス納付に誘導し易い環境を作ることで、キャッシュレス納付の増加を
目指しています。

○ キャッシュレス推進デーの設定日や取組は、試行する税務署に応じて異なります。

「推進デー」はこちら

☄ 例えば、特定の曜日（例：月・水・木）、10日（源泉納付日）や月末、確定申告期間などの特定の日を「キャッシュレス推進デー」と定め、
この日については、通常日以上にキャッシュレス納付への利用勧奨に力を入れて、キャッシュレス納付を知ってもらったり、利用し
ていただく日です。

☄ 例えば、キャッシュレス納付を行うためのマニュアルを交付し、ご自分でキャッシュレス納付を行ってもらったり、お持ちのスマート
フォンなどを利用してキャッシュレス納付を行う際に職員がお手伝いすることで、実際にキャッシュレス納付を体験していただきま
す。また、キャッシュレス納付を行えない方も、キャッシュレス納付を行うための事前の手続をしてもらったり、税務署のパソコンを
利用して、ダイレクト納付の疑似体験等を行ってもらいます。

☄ キャッシュレス推進デーは、納税者の理解が前提となる協力依頼ベースの取組であるため、キャッシュレス納付が行えない納税者
や現金領収の要望がある納税者に対しては、これまでどおり税務署窓口における現金領収を実施します。

キャッシュレス推進デーってどんな日なの？

キャッシュレス推進デーは税務署での領収を行わないの？

社会全体のデジタル化を推進し、キャッシュレス納付を普及させていくためには、国税当局だけでなく、地方自治体、関係民
間団体及び金融機関の方々のご協力をいただきながら、地域全体で進めていく方がより効果がありますので、取組の実施に
当たっては、「国税・地方税キャッシュレス納付推進全国宣言」の下、協同でキャッシュレス納付の利用勧奨を実施していただ

くなど、皆様におかれましても、キャッシュレス推進デーを盛り上げていただけるようにご協力をお願いします。

キャッシュレス推進デーには何をするの？

キャッシュレス推進デー

概 要

４．活動報告 ～ キャッシュレス推進デー
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○ ｅ－Ｔａｘソフト(Ｗｅｂ版)と同様の画面操作を用いて、

 給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（一般用及び納期特例用）及び

 報酬・料金等の所得税徴収高計算書

について、作成・送信・キャッシュレス納付手続（ダイレクト納付・インター
ネットバンキング）の一連の流れを体験することができるツールです。

「体験ツール」はこちら

源泉所得税のキャッシュレス納付体験コーナー

源泉所得税のキャッシュレス納付をぜひ体験してください！

①ログイン ②「申請書・納付書の作成」を選択 ④税務署の選択 ⑤徴収高計算書の作成

⑥送信
(自動ダイレクトの選択も可能)

⑦即時通知の確認 ⑧受信通知(納付区分番号通知)の確認 ⑨納付手段の選択
（ダイレクト納付 or インターネットバンキング）

⑩受信通知(納付完了通知)
の確認

③徴収高計算書の選択

【終了】

一 連 の 流 れ

４．活動報告 ～ 源泉所得税のキャッシュレス納付体験コーナー
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４．活動報告 ～ 官民共同によるキャッシュレス納付推進のＰＲ活動

2026年１月16日

キャッシュレス納付推進協議会におけるＳＮＳを活用した共同ＰＲの実施について
～官民の関係者が初の共同ＰＲを展開～

国税庁は、キャッシュレス納付推進協議会の構成員である総務省、地方税共同機構、金融庁、日本銀行、全国銀行協
会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会とともに、ＳＮＳを活用したキャッシュレス納付推進の共同ＰＲを開始いた
しました。

第一弾は、源泉所得税および個人住民税（特別徴収分）を対象として、2026年１月９日（金）～30日（金）に実施し
ます。

第二弾は、法人・個人の消費税、自動車税（種別割）・軽自動車税（種別割）、固定資産税の納付時期にあわせて
2026年５月１日（金）～22日（金）に実施する予定です。

―キャッシュレス納付推進協議会は、2024年５月、キャッシュレス納付の課題や事業者ニーズの把握、取り組み方法の
協議、利用勧奨ツールや利用勧奨方法の見直しなど各種施策の企画・立案をすることを目的に、上記の官民の関係者
を構成員として発足。

キャッシュレス納付は、納税者の利便性向上はもちろん、行政手続の効率化やデジタル社会の実現にも寄与する重要
な取組みです。

官民の関係者が共同でキャッシュレス納付のメリットや利用方法などをＰＲするのは全国規模で初めての取り組みで
あり、この活動を通じて、納税者の皆さまにキャッシュレス納付をより身近に感じていただくことを目的としています。

＜国税庁ソーシャルメディア＞
・X（旧Twitter） 公式アカウント @NTA Japan（外部サイト：X）（別ウィンドウ）
・LINE 公式アカウント 国税庁LINE 公式アカウント（外部サイト：LINE）（別ウィンドウ）
・YouTube 公式アカウント ntachannel（外部サイト：YouTube）（別ウィンドウ）

国税庁は、今後も関係省庁や関係団体と連携し、キャッシュレス納付の普及・定着に向けて積極的に取り組んでまい
ります。
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（官民共同によるキャッシュレス納付のＰＲ広報）

【国税庁の取組】

１ 配信日時

令和８年１月16日(金) 午前10時

２ 配信媒体

Ⅹ（旧Twitter）、LINE

３ 投稿内容

【国税庁ホームページ】

• 国税庁においては、Ⅹ（旧Twitter）とLINEで配信

• 構成員と相互にポスト・リポストすることで、Ｘの閲覧履歴等が増加
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（国税庁ホームページの見直し）

• これまでバラバラに掲載していた国税のキャッシュレス納付にかかる各種取組を一つのページに集約

• 各国税局（事務所）における取組等のサイトページへ案内やキャッシュレス推進協議会の構成員のサイトも案内

各国税局サイトへの案内リンク

構成員サイトへの案内リンク



• 無人ＡＴＭ店舗等においてキャッシュレス納付の実施方法のショート動画の放映や金融機関と共同で電子納
税セミナーを開催

銀行との共同セミナーの実施

金融機関（三菱ＵＦＪ銀行）・地
方自治体（東京都）と共同で、国
税・地方税の電子納税導入にため
のセミナーを開催し、金融機関窓
口で納付している顧客をキャッ
シュレス納付に誘導

銀行ＡＴＭコーナーでのショート
動画の放映

金融機関のＡＴＭコーナーに設置
されたモニターで、国税局が作成
したキャッシュレス納付のショー
ト動画を放映し、列に並んだ顧客
の待ち時間を利用し、国税の納付
手段をアピール
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（金融機関との連携した取組み ショート動画・セミナー）



別府税務署

大分税務署
令和７年７月１０日（木）９時～１５時
の間、大分銀行本店内に特設ブースを設
置し、源泉所得税を納付するために来店
した納税者に対し声掛けを行いました。

令和７年８月８日（金）９時～１５時の間、大分
銀行別府支店内に特設ブースを設置。また、近隣
支店の来客状況から、北浜支店と石垣支店にも急
きょ、臨時でブースを設置し、源泉所得税を納付
するために来店した納税者に対し声掛けを行いま
した。

取組はニュースで放送
され、さらに新聞にも
掲載されました！
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（金融機関との連携した取組み キャッシュレス推進デー）

• 「キャッシュレス推進デー」に、金融機関に職員を派遣し、キャッシュレス体験コーナーを活用して窓口で
の利用勧奨を実施
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（金融機関との連携した取組み 宣言式の実施）

新聞3紙・テレビ2局報道

YouTube【福島税務署】
福島県キャッシュレス
納付推進大使委嘱式

• 福島県では、東邦銀行の全面的な協力のもと、福島県キャッシュレス納付推進共同宣言を実施

• 宣言に先がけ、福島県福島市出身で全国的な知名度を持つ「力士・大波兄弟（若隆景関、若元春関）」を
「キャッシュレス納付推進大使」として委嘱
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（自治体との連携した取組み 宮城県との連携）

≪市町村宛協力依頼文≫【取組事例】

① 宮城県から、県内各市町村のeLTAXダイレク
ト納付及び国税のキャッシュレス納付の利用
拡大について、連携して積極的に取り組んで
いく旨の前向きな回答あり

② 令和７年９月に、宮城県から市町村に対し、

実態調査を実施

③ 実態調査の状況を確認後、令和７年12月に宮
城県から市町村に対し、協力依頼文書を発出

④ 宮城県からダイレクト納付の利用開始届出書
提出（令和８年３月納付分から利用予定）
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（地域一体での取組み プロジェクトの発足①）

ふくおかキャッシュレス納付推進プロジェクト

福岡県キャッシュレス納付推進宣言式
（令和８年２月10日（火）開催）

←式典の模様の動画をＸへ投稿
（リンク先：国税庁Ｘアカウント）

◆ 金融機関への連絡窓口
→ 各種メール等の展開、プロジェクト参加呼び掛けのＷＥ

Ｂ説明会の共同開催
◆ 金融機関の取組の取りまとめ等

福岡財務支局との連携

協議会の運営イメージ
（黄色枠に記載の団体は運営メンバー）
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４．活動報告 ～ ①国税庁における取組み（地域一体での取組み プロジェクトの発足②）

ＣａＰＴａ（キャッシュレス推進高松ワーキンググループ）で「香川県のキャッシュレス納付率日本一を目指す」目標を設定

〔ＣａＰＴａ構成メンバー〕

・高松税務署 ・高松市

・香川銀行 ・四国税理士会高松支部

・香川県 ・百十四銀行

・高松信用金庫・高松法人会

〔オブザーバー〕

・日本銀行高松支店

・高松国税局

〈キャッシュレス納付推進プロジェクト発足式〉 〈香川短期大学及び制作担当学生への感謝状贈呈〉

１ キャッシュレス納付推進プロジェクト発足式（R７.11.20）
① 目標： 2032年度に香川県のキャッシュレス納付率日本一を目指す
② 香川県「キャッシュレス納付率日本一へ」官民一体で働きかけ強化
③ 香川短期大学の学生が作成したキャラクターを広報資材として採用

２ キャッシュレス納付推進プロジェクトの主な取組
① キャッシュレス納付率日本一達成のため、年間2,000社の利用を目

指す
② チラシ・ポスターに主催者としてＣａＰＴａ名義を使用、メンバー

を記載
③ 百十四銀行が独自にeLTaxダイレクト納付説明動画を作成
④ 香川県が県職員の源泉所得税及び個人住民税（特徴分）について、

ダイレクト納付を導入、県下の市町に対しても導入を依頼

など 〈香川短期大学の学生が作成したキャラクターの広報資材〉



４．活動報告 ～ ②総務省における取組み
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○ 「国税・地方税キャッシュレス納付推進全国宣言」を踏まえ、地方自治体へキャッシュレス
納付の推進を依頼（令和8年1月21日 自治税務局事務連絡）。

令和６年５月３０日には、国税庁、全国知事会、全国市長会、全国町村会、地方税共同機構、金融業界団体等と共同で
「国税・地方税キャッシュレス納付推進全国宣言」を行い、国税・地方税におけるキャッシュレス納付の一層の普及に向け、
共同で推進していくこととしており、これに合わせ、次の取組を進めていただきたいこと。

・ 法人二税及び個人住民税（給与所得及び退職所得に係る特別徴収分）については、ｅＬＴＡＸダイレ
クト納付の利用促進に取り組むこと。

また、各地方団体においては、職員に係る源泉所得税及び個人住民税（給与所得及び退職所得に
係る特別徴収分）の納付について、ｅ－Ｔａｘ及びｅＬＴＡＸを利用することにより会計担当課等や指定
金融機関における事務の効率化に繋がることから、給与担当課と連携し、積極的な利用に取り組ん
でいただきたいこと。

・ 確定税額の格納が可能である各種税目の納付書には、原則ｅＬ－ＱＲの印字を行っていただきた
いこと。その際、「確定税額通知分」として、随時課税分、督促分等が含まれることにご留意いただき
たいこと。

具体的には、個人住民税（普通徴収）・国民健康保険税は、多くの団体で対応が進んでおり、未対
応の団体は早期にｅＬ－ＱＲの活用を検討いただきたいこと。

また、現在未対応の市町村が多い個人住民税（給与所得及び退職所得に係る特別徴収分）の督促
分、法人市町村民税・事業所税の督促分等についても、積極的な検討をお願いしたいこと。

   （中略）加えて、従来からの口座振替の活用促進についても取り組むこと。

・ こうした取組に当たっては、都道府県、市区町村、税務署、金融機関、税理士会や青色申告会等の
関係民間団体等が連携して取組を進めることが有効と考えられるため、これらの組織が参画した各
都道府県単位での協議体の設置など連携体制の整備を併せて進めること。

【令和８年度地方税制改正・地方税務行政の運営に当たっての留意事項等について ［抄］】



４．活動報告 ～ ③地方税共同機構における取組み（キャッシュレス納付のＰＲ広報）
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• 令和８年４月定期賦課及び同９月の公金収納開始を見据え、地方団体が幅広い機会・手法で周知が可能
となるよう、令和７年12月に利便性周知動画・行動変容促進動画の２本の動画を作成

• 全地方団体をはじめ、関係団体（金融機関・日本税理士会連合会・経済団体）宛に、動画を活用した広
報協力を依頼

• 令和８年２月９日～３月10日にかけて、自動車税・軽自動車税や固定資産税の納税義務者をターゲット
にYoutube、TVer）へ広告出稿（約100万回再生）

【利便性周知編のポイント】
・eL-QRでのキャッシュレス納付

（サービス）の認知を目的
・いつでもどこでも納付ができ

ることを分かりやすく伝達

【行動変容編のポイント】
・現在の行動（現金納付）との

比較等により実際の利用につ
なげることを目的

・悪天候の日の外出や並んだり
することなく、自宅等から簡
単・便利に納付できることの
比較を提示

【共通のポイント】
・都道府県・市区町村から届い

た納付書であることを明記し、
安心して利用いただくこと

eL-QR推進動画（利便性周知編） eL-QR推進動画（行動変容編）

【YouTube（地方税共同機構公式アカウント）】
https://www.youtube.com/@%E5%9C%B0%E6%96%B9%
E7%A8%8E%E5%85%B1%E5%90%8C%E6%A9%9F%E6%A7%8B
/videos

https://www.youtube.com/@%E5%9C%B0%E6%96%B9%E7%A8%8E%E5%85%B1%E5%90%8C%E6%A9%9F%E6%A7%8B/videos
https://www.youtube.com/@%E5%9C%B0%E6%96%B9%E7%A8%8E%E5%85%B1%E5%90%8C%E6%A9%9F%E6%A7%8B/videos
https://www.youtube.com/@%E5%9C%B0%E6%96%B9%E7%A8%8E%E5%85%B1%E5%90%8C%E6%A9%9F%E6%A7%8B/videos


４．活動報告 ～ ③地方税共同機構における取組み（キャッシュレス納付のＰＲ広報）
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• 協議会での共同ＰＲの一環として、eLTAXサイトでお知らせを発信

発信日

令和８年１月９日(金)

【eLTAXサイト】



４．活動報告 ～ ③地方税共同機構における取組み（ダイレクト納付促進リーフレット作成）
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• 令和８年３月に、eLTAXダイレクト納付（個人住民税・特別徴収）リーフレットを作成し、地方団体に窓口での
配布、ホームページ・公式SNSでの周知、管内金融機関と連携した広報等において積極的な活用を依頼

• また、個人住民税（特別徴収分）の納付について、管内の特別徴収義務者の方々に、eLTAXダイレクト納付をは
じめとするキャッシュレス納付を普及させていくため、庁内商工部門と連携いただき、商工会議所連合会や商
工会連合会等を通じた事業者への配付を依頼

• 国税庁と連携し、令和８年３月経済産業省・経済産業局長会議において、キャッシュレス納付推進のため、事
業者に向けたリーフレットの配布等を依頼

【表面の作成ポイント】
・eLTAXダイレクト納付の特徴である

「納付手数料無料」に加え、「複数
の市区町村に一括手続きができるこ
と」「外出せずにオフィス・自宅か
ら納付できること」等のeLTAXダイレ
クト納付を利用するメリットを記載

・その他、給与支払報告書の提出から
特別徴収税額通知の受領、納付まで
をワンストップで完結する旨を掲載

【裏面の作成ポイント】
・「eLTAXダイレクト納付を利用するう

えで必要な手続き」「納付手続きの
フロー」を掲載



４．活動報告 ～ ③地方税共同機構における取組み（説明会等への職員派遣）
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国税庁等と連携した説明会への職員派遣

事業者等向けキャッシュレス納付推進のため、金融機関職員を対象としたキャッシュレス納付の取組、eLTAX操
作説明を国税庁と連携し、実施

経営・財務マネジメント強化事業（総務省・地方公共団体金融機構の共同事業）における職員派遣

目的：地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財務運営の質の向上を図る

内容：支援分野（公営企業・第三セクター等の経営改革、地方公共団体のDX・GX、地方税務行政のDX等）について、

団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣派遣団体 項 目 内 容 参加者 派遣日

栃木県
（市町村課）

eL-QRの利用促進
（公金）

「公金収納のデジタル化に係る研修会」
・公金収納開始にあたっての留意事項等
・公開仕様書、団体連動について 等

市町職員 56名
（公金・デジタル

担当）
9月24日

広島県
（税務課）

eLTAXダイレクト納付の
利用促進

「自団体職員の個人住民税特徴に係る利用促進」
・ダイレクト納付切り替えのメリット
・財務規則に関する法的解釈 等

県・市町職員 29名
（税務課）

10月8日

兵庫県
（税務課）

eL-QRの利用促進
「eLTAX・eL-QR を活用したキャッシュレス納付推進」
・広報資材を活用した利用促進 等

県・市町職員 118名
（税務課）

11月14日

山梨県
（市町村振興課）

eLTAXダイレクト納付の
利用促進

「自団体職員の個人住民税特徴に係る利用促進」
・ダイレクト納付切り替えのメリット
・財務規則に関する法的解釈 等

市町村職員 46名
（税・給与担当）

12月2日

派遣団体 内 容 参加者 派遣日

大阪国税局管内
奈良税務署

・キャッシュレス納付の推進

・ダイレクト納付を中心としたeLTAX の操作説明 等

金融機関支店長
地方団体職員

１月16日
オンライン

名古屋国税局
東海財務局

金融機関収納窓口担当、渉外担当、
統括エリアマネージャー 等

１月16日
オンライン

大阪国税局
大阪府に本店を置く７信用金庫の職員
地方団体職員

３月11日
オンライン



４．活動報告 ～ ④日本銀行における取組み（キャッシュレス納付の周知に向けた活動）

31

• 日本銀行本支店において、これまで金融機関や事業者等に向けた講演・セミナーへの登壇等を通じたキャッ
シュレス納付の周知を実施。加えて、広報誌において国庫金のキャッシュレス納付推進の取組みを特集するな
ど、金融機関、事業者、納付者の各層への広報活動を進めてきた。

• 昨年度は、新たに全国各地に多数の顧客層を持つ政府系金融機関（日本政策金融公庫）に協力依頼を行い、同
機関ではキャッシュレス納付推進の取組みを前向きに展開。

▽広報誌「にちぎん」（2024年12月）▽キャッシュレス納付推進に関する講演・セミナー
（一部事例を抜粋）

▽政府系金融機関における取組み

○ 日本政策金融公庫において、同公庫の顧客を対象に
キャッシュレス納付の周知活動を実施したほか、顧客向け
広報誌「中小企業だより」（2026年2月）にキャッシュレ
ス納付推進に関する特集ページを掲載。

・会計ベンダー等主催の事業者向けセミナーに登壇
し講演

事業者向け講演・セミナー

・日本銀行各支店において各地域の地域金融機関の
会合や国税局等主催の意見交換会等に参加し講演

・日本銀行代理店引受金融機関への説明会を開催

金融機関向け講演・説明会



４．活動報告 ～ ④日本銀行における取組み（金融機関アンケート）
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• 日本銀行では、2025年1～3月に、金融機関あてに国庫金のキャッシュレス納付推進に関するアンケートを実施。
金融機関におけるキャッシュレス納付に向けた取組やキャッシュレス納付推進に向けた課題、関係機関への要
望を取りまとめ、対外公表を行ったほか、本協議会において関係機関に情報連携を行った。

• 今年度も2026年1～3月にアンケートを実施しており、今後集計結果を本協議会に共有してまいりたい。

出所：日本銀行「2024年度・国庫金のキャッシュレス納付推進に関するアンケート結果について」

【参考】2024年度アンケートの結果について

実施期間 2025/1～3月

対象先数
446先

（歳入代理店引受金融機関等のうち国庫金電子収納事務取
扱金融機関が対象）

回収率 100％

経営層がキャッシュレス納付推進を
・営業店の事務軽量化
・全行的な業務のデジタル化
等の経営戦略の中に位置付け。

国庫金・公金の統括部署（本部）において、
・キャッシュレス納付推進専担部署の設置
・業績表彰への反映
・顧客向けにe-Tax等操作支援
等推進体制や枠組みの整備。

営業店において、
・窓口での積極周知
・企業経営層へのアプローチ
等窓口と渉外部門が連携した勧奨活動を実施。

▽キャッシュレス納付推進に向けた課題

▽金融機関における取組の好事例

10%

23%

36%

43%

50%

71%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

ディスインセンティブ

不足

インセンティブ不足

広報・周知不足

電子納付手続の煩雑さ

取引先の電子化の遅れ



４．活動報告 ～ ④日本銀行における取組み（生活意識に関するアンケート調査）
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• 日本銀行が全国の満20歳以上の個人を対象に実施している「生活意識に関するアンケート調査」では、毎年3月
の調査において、税金や年金保険料の支払い方法を調査している。2026年3月調査の結果は以下の通り。

• 税金や年金保険料の支払い方法をみると、窓口やコンビニでの支払いの比率が低下する一方で、口座振替、ク
レジットカードやスマホ決済アプリ等による比率が上昇しており、緩やかながら着実にキャッシュレス納付が
浸透している。

• キャッシュレス納付を活用していない人に、活用していない理由を尋ねたところ、「金融機関、コンビニエン
スストアに行く用事があり、そのときにあわせて支払っているから」との回答が最も多く、次いで「金融機関
窓口で支払うのが一番安心だから」、「パソコン・スマートフォンなどの機器類の操作に不安があるから」と
の回答が多かった。

出所：日本銀行「「生活意識に関するアンケート調査」（第105回＜2026年3月調査＞）の結果」

▽税金や年金保険料の支払い方法
（複数回答）

▽キャッシュレス納付を活用していない理由
（複数回答）
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１．税・公金の電子納付推進等に向けた関係省庁等への要望活動
全国銀行協会は、金融８団体（※）連名により、関係省庁等に対し、税・公金の電子納付の推進等を目
的とした要望活動を毎年度実施しています。
2025年度は、デジタル庁、総務省、国税庁、厚生労働省、警察庁および地方３団体（全国知事会、全
国市長会、全国町村会）に対して要望を行いました。

【各省庁宛要望項目抜粋】

総務省 国税庁

１．地方税・地方公金の電子納税環境整備

（１）地方税統一QRコードの全税目付与の着実な履行および

地方公金収納への拡大

（２）eLTAXの利便性向上

２．地方公共団体におけるデジタルトランスフォーメーション

の積極的支援

（1）地方公共団体が支払う料金の口座引落の推進

１．国税庁の電子納付環境整備

（１）e-Taxのさらなる利便性向上

（2）証券による納付の廃止

デジタル庁

１．税・公金の電子納付環境整備

(1) 地方公金・国庫金収納のデジタル化

(3) 電子申告義務化の範囲拡大と電子納付の義務化に向けた各省庁

の取組支援

厚生労働省 警察庁

１．税・公金の電子納付環境整備

(1) 地方公金・国庫金収納のデジタル化

(3) 電子申告義務化の範囲拡大と電子納付の義務化に向けた

各省庁の取組支援

１．交通反則金の電子納付の推進

国民の利便性向上や警察署・金融機関の事務効率化を図るべく、幅広
いキャッシュレス納付手段の一刻も早い実現

４．活動報告 ～ ⑤全国銀行協会における取組み

※一般社団法人全国銀行協会、一般社団法人全国地方銀行協会、一般社団法人信託協会、一般社団法人第二地方銀行協会、
一般社団法人全国信用金庫協会、一般社団法人全国信用組合中央協会、一般社団法人全国労働金庫協会および農林中央金庫
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３．電子納付推進に関する周知活動および会員銀行との情報共有
全国銀行協会は、全銀協ウェブサイト/公式SNSにおいてキャッシュレス納付推進に関する周知活動
（固定資産税や自動車税におけるeLQR利用推進等）を行うとともに、電子納付施策に関連する情報（関係機関が作成し

た各種周知資料や実務対応に関する情報等）を随時会員に通知しています。

２．各種検討会等における銀行界の意見発信・課題提起
全国銀行協会は、銀行の業界団体として、税・公金のキャッシュレス納付等に関する各種政府会合・検
討会に参画し、銀行界の立場を踏まえた意見発信を行っています。

＜全銀協が参画（事務局を務めるものを含む）している会合（一例）＞
・キャッシュレス納付推進協議会（本会合）
・東京国税局管内キャッシュレス納付推進協議会
・地方税における電子化の推進に関する検討会/実務者WG
・地方税の統一QRコードの活用に係る検討会
・地方公共団体への公金納付のデジタル化に係る実務検討会

本協議会で決定したSNS投稿も実施
全銀協ウェブサイト：eLQR納付推進のページ
https://www.zenginkyo.or.jp/article/tag-f/19883/

４．活動報告 ～ ⑤全国銀行協会における取組み



• 本協議会においてＳＮＳを活用した共同ＰＲの実施を決定したことを受け、当協会は、本年１月、ＸにおいてＰＲの投稿を行うと
ともに、当協会ホームページにニュースリリースを掲載（なお、本取組みは当協会より提案し、原案を作成）。

• 当協会は、会員銀行に対し、各行のＳＮＳアカウントによる投稿のリポストや、法人インターネットバンキング上での周知など、
本ＰＲ活動の情報拡散への協力を依頼。

【ホームページでのニュースリリース】【Ｘでの投稿および会員銀行による協力例】

４．活動報告 ～ ⑥全国地方銀行協会における取組み（官民共同でのキャッシュレス納付推進のＰＲ活動）
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• 当協会は、毎年、会員銀行に対し「地方公金の電子納付等の推進に関する全行アンケート」を実施。

• 同アンケートで寄せられたキャッシュレス納付の推進に係る事例の中から、先進的な好事例をレポートに取りまとめ、会員銀行に
展開（本協議会において報告）。

○会員銀行のキャッシュレス納付推進の取組レポート

― 以下の好事例をレポートに取りまとめ会員銀行へ展開。

・かながわ電子納税推進プロジェクト

・山梨県下一斉納付書レス・キャッシュレス納付推進プロジェク
ト

・北陸３県における電子納税推進プロジェクト

○電子納付等の推進に関する全行アンケート

― 会員銀行における国税・地方税の収納件数の状況や、
電子納付の推進に資するデジタル収納サービスの導入
状況等に関する好事例を収集。

４．活動報告 ～ ⑥全国地方銀行協会における取組み（会員銀行のキャッシュレス納付推進の取組）
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４．活動報告 ～ ⑦第二地方銀行協会における取組み

38

１．会員行間におけるキャッシュレス納付推進の情報連携

キャッシュレス納付推進のため、2025年度に取組んだ主な事項

   2025年8月に会員行の税公金担当部門の部長を対象とした全国会議を開催し、税公金収納の

事務効率化等に関する意見交換・事例を共有

 その後、本会議において関心の高かった税公金収納に係る効率化等の各行の取組状況に関する

アンケートを全会員行に実施し、その結果を還元

－ 太宗の会員行が税公金収納の効率化等について、重点的に取組んでいると回答

 上記について、会員行の頭取・社長が出席する会合にて報告

２．ＳＮＳを活用したキャッシュレス納付推進の共同ＰＲ

 当協会ＨＰにおいて、本共同ＰＲの実施をリリース

 会員行に対し、本共同PRの協力を依頼

－ 本年１月の共同PRでは、自行ＳＮＳへの投稿やデジタルサイネージによる

掲示等を実施

当協会ＨＰのリリース
https://www.dainichiginkyo.or.jp/dcms_medi
a/other/paymentsjapan_20260116.pdf



４．活動報告 ～ ⑧日本マルチペイメントネットワーク推進協議会（JAMPA）における取組み

39

 官民共同によるキャッシュレス納付のＰＲ広報

• JAMPAでは、プレスリリース、公式Ⅹ（旧Twitter）・Instagram、キャンペーンメール・LINEで配信

≪プレスリリース 2026/1/16≫ ≪公式X、キャンペーンメール 2026/1/16≫

ペイジーのキャン
ペーンと連動した
PRを実施しました。



４．活動報告 ～ ⑧日本マルチペイメントネットワーク推進協議会（JAMPA）における取組み

40

 百十四銀行様との香川エリアにおけるキャッシュレス納付推進連携の開始

• JAMPAでは、会員の百十四銀行と香川エリアでのキャッシュレス納付推進活動を連携していくことで調整を開始。
情報交換を実施し県内でのイベント協力などを検討中。

≪香川県 キャッシュレス納付プロジェクト
百十四銀行プレスリリース※ 2025/11/20≫

プロジェクトの主な取組み

自治体、税理士会、経済団体と協力し国税およ
び地方税のキャッシュレス納付の普及を目指す。

2032年までに国税の納付率日本一を目指す。

税理士会や自治体との連携強化、企業への伴走
支援、周知用チラシ・動画の作成など多角的な
アプローチを実施。

※百十四銀行サイトより抜粋
https://www.114bank.co.jp/newsrelease/2025/pdf/news_20251120_2.pdf



４．活動報告 ～ ⑧日本マルチペイメントネットワーク推進協議会（JAMPA）における取組み

41

 国税庁様と連携したネット銀行等へのダイレクト納付説明会の実施

• JAMPAでは、国税庁様によるダイレクト納付未対応金融機関（ネット銀行、信用組合ほか）向け説明会に参加し、
ペイジー収納サービス紹介やダイレクト納付導入手続き等について説明を実施（2026年4月21日、27日）。



意見交換事項
（各構成員における今後の取り組むべき事項等について）

令 和 ８ 年 ５ 月

キ ャ ッ シ ュ レ ス 納 付

推 進 協 議 会 事 務 局

議 事 ３



1

キャッシュレス納付推進協議会で検討すべき事項（事務局案）

１ 効果的な周知・広報施策の検討

○ キャッシュレス納付推進協議会の決定事項等については、全構成員から傘下組織・会員等に向
けて、適時・適切に周知・要請等を実施（情報共有による傘下組織・会員等相互間の連携強化
を図る）

○ ＳＮＳを活用したＰＲ施策の評価と継続的実施

○ 全構成員による連携・協調した広報施策の実施

○ 納税者に対して、公費支払全体・業務全体のデジタル化への行動変容を促すための取組み・利
用勧奨方法

○ 「源泉所得税のキャッシュレス納付体験コーナー」など、納税者が利便性を実感できるような
体験型広報資材の導入

２ 課題・問題点解決に向けた対応

○ 構成員の傘下組織・会員である地方自治体、金融機関などが自ら国税・地方税双方のキャッ
シュレス納付の利用拡大に向けた取組みに参画し易い環境作り（自ら取り組むことによる効果
的な利用勧奨へ移行）

○ キャッシュレス納付（特にダイレクト納付）に係る利便性向上策



《意見交換事項》

以下の点について、各構成員から意見を伺いたい。

• 今後、キャッシュレス納付推進協議会で協議すべき項目について、事務局（案）

を提示させていただきましたので、ご意見をいただきたい。

• また、事務局（案）のほか、キャッシュレス納付推進協議会を通じて取り組むべ

き事項、独自で取組みを検討している施策、構成員と情報共有を図っておいた方

がよい事項などがあれば、ご発言をいただきたい。

2



１．国税庁の取組み

3



地
方
・
関
係
団
体
・
民
間

利
用
勧
奨

１．国税庁の取組み ～ 更なる連携先の拡大に向けて（拡大イメージ）

 税務手続や納付手続のデジタル化等の一環として、「キャッシュレス納付」の普及に努めてきたが、更なる利用拡大には、
事業者（納税者）に対して公費支払全体・業務全体のデジタル化に行動変容を促す必要があり、国税だけでは効果は限定的。

 デジタル化に向けた取組は政府方針であり各省庁は積極的に取り組んでいるところ、政府関係から地方・関係団体・民間な
どに周知するアプローチに国税も付随して、関係者間で連携して取り組んでいくことが効果的（連携先の拡大）。

国税局
税務署

税理士
会・税
理士

関係民
間団体

周
知

キャッシュレス納付の
利用促進に向けた周知

キャッシュレス納付推進協議会

地方
自治体

連 携 先 の 拡 大

政
府
関
係

市長会等

商工
会議所

ソフト
ベンダ

経済
産業局

経済
産業省

金融
機関

財務局等
ソフトベ
ンダ連絡
協議会

地方税
共同機構

総務省 金融庁
全国銀行

協会

全国地方
銀行協会

第二地方
銀行協会

e-Tax利用促進と
キャッシュレス納付

日本銀行

事業者

２１ ３

キャッシュレス納付の
利用促進に向けた周知

キャッシュレス納付の
利用促進に向けた周知

キャッシュレス納付の
利用促進に向けた周知

4
事業者（納税者）

金 融 Ｄ Ｘ と
キャッシュレス納付

eLTAX利用促進と
キャッシュレス納付

事業者デジタル化と
キャッシュレス納付



令和８年令和７年働きかけ先

６月５月４月３月２月１月12月11月10月９月８月７月政府関係、地方・関係団体・民間

総務省

① 地方自治体 地方税共同機構

全国市長会等

金融庁

② 金融機関

財務局等

経済産業省

③ 事業者
経済産業局等

ソフトベンダ
連絡協議会

● 財務局長会議の議題登録依頼

● 財務局長会議（説明）

● 懇話会資料を提供

● 財務局長会議（資料配付） ● 財務局長会議（説明）

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 地方自治体説明会（説明）

● 経済産業局会議の議題登録依頼

● 総務課長会議（説明）

● 経済産業局長会議（説明）

● 市長会へ個別の働きかけ

● 説明会講師派遣体制を整備

● 全国連絡会議（説明）

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 推進協議会で依頼

● 経済産業局長会議（説明）

● 全国連絡会議（説明）

● 給与ベンダに対する働きかけ（個別）

● 働きかけ（個別） ● 働きかけ（個別）

 納税者（個人・事業者）の生活に密接に関わっている地方自治体や金融機関、事業者からアプローチしてもらうことが肝要
であり、政府関係機関を通じて「キャッシュレス納付」を知ってもらえるように、機会を作って働きかける。

連携先の拡大に向けた働きかけ（スケジュール）

● 財務事務所長会議（説明）

● 理財部長会議（説明）

5

１．国税庁の取組み ～ 更なる連携先の拡大に向けて（スケジュール）

知事会・町村会へ働きかけ(個別) ●

ブロック長会議(資料配付)(5/14～22) ●



２．総務省の取組み
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２．総務省の取組み ～ ダイレクト納付の利便性の向上

7

【現行】

○ ダイレクト納付では、納税者等がeLTAXで申告等を行った後、改めて納付手続を行うことで、納税者の預
貯金口座から引き落としが行われる。

○ 法定納期限当日の金融機関の対応時間外である場合、法定納期限後に再度納付手続が必要となり、延滞
金が課されることがある。

【見直し後】
○ ダイレクト納付の利便性向上のため、納税者等がeLTAXで申告等を行う際、自動的に納付を行う旨の意思

表示を行えば、法定納期限当日に納付が行われるようにする。

○ ただし、法定納期限当日に申告等に併せて納付の意思表示を行う場合には、法定納期限の翌取引日に自
動的に納付が行われるようにする。その場合、延滞金の適用について、期限内納付が行われたものとみなす
特例を設ける。

※ 令和10年４月１日以後に行うダイレクト納付の手続について適用。

①申告等データの送信

②メッセージの受信

③納付⼿続

④ダイレクト依頼 ⑤納付処理、
⼝座引き落とし

⑥納付情報ファイルの送信
地⽅団体へ⼊⾦

納税者等

⾦融機関等

地⽅団体

＋ ⾃動ダイレクト

ダイレクト納付⼿続が不要に

申告等データを送信する際に、⾃動ダイレクトの利⽤
に関するチェックボックスにチェックを⼊れて送信

■見直しのイメージ



３．地方税共同機構の取組み
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9

３．地方税共同機構の取組み ～（キャッシュレス納付のＰＲ広報・第２弾、【新規事業】研修会 等）

・令和８年２月～３月に動画広告出稿した第２弾として、自動車税・軽自動車税、固定資産税の定期賦課
ピークを迎える令和８年４月～５月にかけて、 Youtube、Tverへ広告出稿（200万回程度再生予定）

〇第２弾では、予算増額、期間延長（４月22日から5月31日）、YouTube自動車コンテンツ視聴者を対象追
加の上実施

〇また、期間中の納付ピークにあわせて、重点期間を設定し、配信件数を増加（前回：100万回→２００万回）

・国税（税務署）において、キャッシュレス納付推進に関する説明会が各地域で実施されており、地方税
においても、キャッシュレス納付推進協議会や金融機関、民間事業者向けのeLTAX操作研修ニーズが高
まっている。
こうした状況を踏まえ、地域ごとに説明会の実施を含めたダイレクト納付推進に係る職員（リーダー）
を養成し、キャッシュレス納付推進を図ることを目的に、研修会を実施予定

事業概要
○都道府県・政令指定都市職員を対象に、民間事業者等向けにeLTAX操作説明が可能な職員を養成する研
修会等を実施予定

○eLTAX導入のため、帯同訪問などを実施している先進団体から、取組事例などを紹介
〇実施にあたっては、夏頃に地方団体との意見交換を行い、実施を進める予定

➣地域毎にリーダーを養成することで、持続可能な体制の整備、全国規模でのダイレクト納付推進の機運醸成

により、eLTAXダイレクト納付利用者増加、キャッシュレス納付率向上を図る

・国税庁等と連携した説明会への職員派遣、経営・財務マネジメント強化事業（総務省・地方公共団体金融機
構の共同事業）における職員派遣を令和７年度に引き続き、継続実施



４．日本銀行の取組み
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11

４．日本銀行の取組み ～ 国庫金全体のキャッシュレス納付の推進

 全国に32支店・14事務所を有する日本銀行の本支店ネットワークが培ってきた金融機関・経済団体等とのつながり、
各種講演・アンケート（金融機関向け、一般向け）等の機会を活用して、キャッシュレス納付推進の周知・広報に
引き続き取り組む。その際に、金融機関・経済団体等から聞かれた、好事例の横展開および課題・要望のフィード
バックを行うなど、関係者間をつなぐハブ機能をしっかりと果たしていく。

 こうした取り組みに加えて、各官庁によるキャッシュレス納付手段整備のサポート等を通じて、国庫金全体の
キャッシュレス納付推進にも取り組んでいく。

▽ 主な国庫金のキャッシュレス納付状況▽ 日本銀行の位置づけ

個人

本店

支店 事務所

・金融機関・経済団体等から

聞かれた、課題・要望の

フィードバック

・各官庁によるキャッシュレス

納付手段整備のサポート

・日本銀行本支店・事務所と

金融機関・経済団体との接

点等を活用した、国庫金全

体のキャッシュレス納付推

進に関する周知・広報

・キャッシュレス納付推進に関

する課題・要望の聴取

・好事例の横展開

日本銀行

納付先官庁

地方
自治体

事業者

経済
団体

金融
機関

0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
窓口納付

コンビニ納付

スマホ納付

クレカ納付

電子納付

口座振替

（万件）
現金納付

キャッシュ

レス納付

国税 国民 厚生 交通 関税 その他

年金 年金 反則金（出所）日本銀行
（注）計数は2024年度。日本銀行だけでは捕捉できない一部のデータについて、関係者への聴取

と推計により作成しており、計数は十分な幅をもって評価する必要がある。



５．銀行界の取組み
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13

全国銀行協会を含む銀行業界は、利用者、行政機関および金融機関の利便性向上を図る観点から、
キャッシュレス納付について、要望活動、各種検討会等における意見発信および周知・広報活動等と
いった取組みを中心に、継続的に活動を行ってまいります。

５．銀行界の取組み ～

＜税・公金の電子納付推進等に向けた関係省庁等への要望活動＞

2026年度においても、「金融8団体による税・公金の電子納付の推進等に関する要望」を実施
予定。

＜今後のスケジュール（想定）＞

 2026年7月：要望書の取りまとめ

 2026年9月：関係省庁との面談（要望書の手交）

 2026年10月：要望書のウェブサイト公表

<2026年度継続要望事項（抜粋）>

・e-Tax、eLTAXの利便性向上
（複数人の承認を必要とするワークフローシステムの導入等）

・法人税・消費税／法人住民税・法人事業税における
電子申告義務化の範囲拡大と電子納付の義務化

＜周知・広報活動等＞

・2026年度も、全銀協公式SNS等を活用して
キャッシュレス納付に向けた周知・広報活動を
実施するとともに、会員銀行に対し随時必要な
情報提供を行う予定。

＜検討会等における意見発信等＞

・2026年度においても、以下の
検討会等に参画し、意見発信等を
行う予定。

キャッシュレス納付推進協議会
東京国税局管内キャッシュレス納付推進協議会
地方税における電子化の推進に関する検討会/実務者WG
地方税の統一QRコードの活用に係る検討会
地方公共団体への公金納付のデジタル化に係る実務検討会
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５．銀行界の取組み ～

Appendix：税・公金の電子納付の推進等に関する要望活動 項目例

【2025年度要望事項から一部抜粋（2026年度も継続して要望予定）】

e-Taxの利便性向上

複数IDの付与

○UI・UXのさらなる改善等

複数⼈の承認を必要とする
フローの導⼊

e-Tax
【国税】

eLTAX
【地⽅税】

○eLTAXとの連携（総務省との検討依頼）

○マイナポータル等との連携（デジタル庁との検討依頼）

e-Tax
マイナポータル

e-Gov

情報連携／
システムの共通化・標準化

マイナポータル等との
情報連携

eLTAXの利便性向上
（複数⼈の承認を必要とするワークフローシステムの導⼊）

「規制改⾰実施計画」（2021年６⽉18⽇閣議決定）
電⼦申告義務化の範囲拡⼤を含め電⼦申告の利⽤率
100％に向けた取組の検討を⾏う。

法⼈税等電⼦申告の利⽤率100％へ

e-Tax eLTAX
財務省

（国税庁）
総務省

↳ 電⼦申告の利⽤率100％を図るためには、納付者の利
便性を向上させることが肝要。納付者が国税と地⽅税
について、同時（ワンスオンリー）かつ簡便に⼿続き
できるようにすべき



６．日本マルチペイメントネットワーク
推進協議会の取組み
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６．日本マルチペイメントネットワーク推進協議会の取組み ～推進活動

２．キャッシュレス納付環境の現状課題解決

 ダイレクト納付の口座登録

• これまでも議論されているとおり、ダイレクト納付の三者契約においては「紙による手続き」・「ダイレクト納
付開始までのタイムラグ」などが課題となっている。

• 「法人Web口振」、「ペイジー口座振替受付サービスの法人対応」など、金融機関（法人向けサービス）が追い
付いていない部分はあるが、継続的な検討を行っていきたい。

 納税ピーク日における処理遅延

• ダイレクト納付における期日指定方式においては年々利用件数が大きく増加しており、システム上の処理が追い
つかず、規定上の送信完了である「納付日当日の午前9時まで」を超える状況がしばしば発生している。

• 当会および日本マルチペイメントネットワーク運営機構では、こうした状況を鑑み、規定の見直しや課題解決に
向けた議論を進めていきたい。

１．多面的なアプローチによるキャッシュレス納付推進

 地域に根差した活動への参画

• 百十四銀行との連携による香川県のキャッシュレス納付推進

• 百十四銀行との連携取組みの横展開（将来的には好事例として他エリアへの横展開を想定）

• 機動力を生かした個別活動

 JAMPA広報活動の更なる強化

• 税理士向けダイレクト納付利用促進チラシデータ配布（日本税理士会連合会との連携）

• HPでの法人向けコンテンツ充実化（源泉所得税、e-Tax・eLTAX、各種地方税）
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